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１ 子ども・子育て支援新制度への対応 

２ 待機児童対策の推進 

３ 子育て支援施策の強化 

４ 教育・保育施設等の整備・運営方法の検討 

 

   

１ 子ども・子育て支援新制度関連  

（１）新庄市子ども・子育て会議の運営 

 子ども・子育て支援事業計画の進行管理及び次期計画策定事務（継続：一部新規） 

教育・保育の提供体制確保の状況や事業の進行管理 

平成 32年度の事業計画策定に向けた子ども・子育て支援に関する生活実態や要望・意見な

どを把握するためのニーズ調査の実施 

 教育・保育施設の認可・確認及び利用定員等に関する意見聴取 

施設型給付の対象となる教育・保育施設の確認及び認可について意見聴取 

（２）子どものための教育・保育施設（施設型給付・地域型保育給付）事業の推進（継続） 

 私立幼稚園等の新制度移行への促進 

事業計画に基づく私立幼稚園等の新制度移行促進 

 施設型給付及び地域型保育給付費の審査・支給事務  

保育施設や新制度に移行した幼稚園などに給付する費用の審査及び支給事務 

 施設・事業者に対する指導監査等事務 

市が許認可権を有する保育施設等に対して事業内容の指導監査事務の実施 

 関連例規等の整備 

事業を実施するために必要な規則等の整備 

（３）地域子ども・子育て支援事業の推進（継続） 

 ファミリーサポートセンター事業等の地域子ども・子育て支援事業実施 

特に、ファミリーサポートセンター事業については、働きながら子育てする保護者のニー

ズに対応するため、協力会員の増員、充実した事業の在り方等の検討 

 定住自立圏構想による広域連携事業の検討推進 

病児保育事業の広域連携の推進 

 関連例規等の整備 

事業を実施するために必要な規則等の整備 

 

２ 待機児童対策関連 

 （１）保育施設の受け入れ体制の見直し（継続：一部新規） 

公立２所、民間立５所においては、生後８か月からの受け入れを行っている。保育の提供体制

の確保、届出保育施設から認可保育所への移行による各保育施設の 受入体制を検討 

 （２）放課後児童クラブの整備・統廃合（継続） 

明倫学区義務教育学校の整備に合わせて、対象学区となる沼田・北辰小学校の児童を対象と 

した放課後児童クラブの一体的整備 

新庄小学校の余裕教室等を活用しての新庄小学校児童を対象とした放課後児童クラブ整 

基 本 方 針 

 生活支援室 

重 点 事 業 
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備へ向けた業務推進 

 

３ 子育て支援施策関連 

  子育て支援施策として以下の事業を継続実施 

○ 第３子以降児童の保育料免除事業  

○ 地域子育て支援拠点事業  

○ 子育て短期支援事業  

○ ファミリーサポートセンター事業（基本型・緊急対応型）  

○ 一時預かり事業  

○ 延長保育事業  

○ 病児保育事業（病児・病後児保育事業）  

○ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  

○ 子育て支援医療給付事業 

○ 私立幼稚園就園奨励事業 

○ 児童手当等支給事業 

 

４ 乳幼児時期からの特別支援活動事業関連 

 （１）乳幼児時からの特別支援活動事業の推進 

    ○ 効果的な事業推進のための計画の検討と積極的な情報収集

○ 「ペアレントプログラム」の実施（新規） 

     

５ 教育・保育施設等の整備計画 

 （１）教育・保育施設等の適正な配置及び運用の検討 

 教育・保育施設の適正規模の検討 

教育・保育の量の確保に必要な施設の整備計画の検討 

 公立保育施設の整備計画 

公立保育所、児童館及び学童保育所等のあり方を市公共施設等総合管理計画に基づき検討 

 わらすこ広場の管理運営 

わらすこ広場の運営管理の委託等も含めた効果的な運営方法の検討 

 

６ その他 

（１）幼児教育の無償化関連 

 １号認定子どもについて市町村民税所得割額 77,100 円以下世帯（第４階層、第５階層）

の利用者負担軽減 

 （２）要保護児童対策関連 

 要保護児童対策地域協議会の機能強化 

要保護児童対策地域協議会の機能強化、担当職員の技能向上及び関係機関との連携の深化

による相談体制の充実 

 （３）子どもの貧困対策関連 

    〇 ひとり親家庭等に対するアンケート調査の実施 

      ひとり親家庭等が望んでいる支援を把握するためのアンケート調査の実施 

 （４）指定管理者候補者の選定 

    〇 本合海児童センター指定管理者候補の選定 

      平成３０年度末で指定管理期間が終了することから「指定管理者候補選定委員会」を開 

催、候補団体を選定 


